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 平成 17 年 10 月 25 日 

 

各    位    

会 社 名 株式会社システムソフト       

代表者名 代表取締役執行役員社長 永 松 憲 一 

                 （ＪＡＳＤＡＱ・コード ７５２７）       

問合せ先 執行役員管理部長 緒 方 友 一 

  ＴＥＬ  ０９２－７１４－６２３６      

 

防災システム、社会公共事業部門の営業譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、平成 17 年 10 月 25 日開催の取締役会において、平成 17 年 12 月 24 日（予定）

をもって、親会社であるカテナ株式会社に対し、下記のとおり、防災システム事業部門

及び社会公共事業部門の営業を譲渡することを決議いたしましたのでお知らせいたし

ます。 

 

記  
１．営業譲渡の理由 

本日発表いたしました「公開買付けの賛同に関するお知らせ」に記載しましたと

おり、当社は、株式会社アパマンショップネットワーク（以下、アパマン）の資本

参加を受け、同社の子会社となる予定であります。当社はこれを機に、新しく親会

社となるアパマンとのシナジー効果の極大化を図る観点から、当社の事業内容の見

直しを行い、経営資源を Web ソリューション事業に集中させ、強化してまいります。 

それに伴い、アパマンとのシナジー効果が薄い防災システム事業部門及び社会公

共事業部門の事業を現在の親会社であるカテナ株式会社（以下、カテナ）に譲渡す

るものであります。 

今後当社は、Web ソリューション技術、画像通信・音声認識技術等、当社が得意

とする技術を中心としたソリューション事業分野に特化し、新しく親会社となるア

パマンとカテナとの連携のもとに、一層の企業価値の向上を図ってまいります。 

なお、カテナとの関係につきましては、今般のアパマンの資本参加後も当社株式

29.5％を保有する第２位の株主として、また、重要な戦略パートナーとして、資本･

事業の両面において引き続き緊密な関係を維持していく予定であります。 

 

２．営業譲渡の内容 

（1）防災システム事業部門及び社会公共事業部門の事業内容 

 ア）防災システム事業部門 

  地方自治体、一般企業向けの防災に関するコンサルティング・システム開発及び防

災に関する ASP サイトの開発・運用。 

 イ）社会公共事業部門 

  官公庁、公益法人等を顧客とし、GIS 技術を中心とした調査・研究・開発や市場予

測、人間工学、ヒューマンファクターに関するコンサルティング業務。  
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（2）防災システム、社会公共事業部門の平成 17 年 3 月期における経営成績 

 

 防災システム、社会公共事業部門

（A） 

当社平成 17 年 3 月期実績

（B） 

比率 

（A/B） 

売 上 高 380 百万円 1,313 百万円 29.0% 

売上総利益 △65 百万円 151 百万円 － 

営 業 利 益 △223 百万円 △134 百万円 － 

経 常 利 益 △223 百万円 △238 百万円 － 

 

（3）譲渡資産、負債の項目及び金額（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

 

資  産 負  債 

項 目 価 額 項 目 価 額 

原 材 料 1 百万円 未払費用 3 百万円

仕 掛 品 120 百万円 賞与引当金 8 百万円

前払費用 3 百万円 退職給付引当金等 14 百万円

工具器具備品 5 百万円  

ソフトウェア 3 百万円  

 保険積立金 20 百万円  

合 計 155 百万円 合 計 25 百万円

 

（4）譲渡価格 

 

営業権の対価として 600 百万円 

その他譲渡する資産及び負債を、譲渡日時点の時価により売却します。 

 

３．営業譲渡先の概要 

（1）名   称  カテナ株式会社 

（2）主な事業内容 ソリューションサービス・情報関連機器の販売 

（3）設立年月日  昭和 43 年 1 月 19 日 

（4）本店所在地  東京都江東区潮見二丁目 10 番 24 号 

（5）代 表 者  代表取締役・執行役員社長 小宮善継 

（6）資本の額   5,000,567,000 円（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

（7）従業員数         996 名（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

（8）大株主構成及び持株比率（平成 17 年 9 月 30 日現在） 

 

   太陽興産株式会社    8,273,193 株（26.7％） 

   カテナ従業員持株会     754,473 株（ 2.4％） 

      日本証券金融株式会社   692,700 株（ 2.2％） 

   小宮善継         673,462 株（ 2.1％） 

井上久雄         524,000 株（ 1.6％）    
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上原一生         462,000 株（ 1.4％） 

株式会社和陽恒産     455,051 株（ 1.4％） 

株式会社三井住友銀行   334,315 株（ 1.0％） 

カテナ株式会社      278,804 株（ 0.9％） 

株式会社みずほ銀行    248,282 株（ 0.8％） 

 

（9）当社との関係 

 

 資本関係：当社親会社（持株比率 89.5％） 

  

人的関係：当社取締役７名・監査役４名のうち、以下の取締役４名・監査役４名がカ

テナ役員であります。 

 

代表取締役会長      小宮善継  

（カテナ株式会社代表取締役・執行役員社長） 

      代表取締役・執行役員社長 永松憲一  

（カテナ株式会社取締役・執行役員専務） 

取締役          平本謹一  

（カテナ株式会社取締役・執行役員副社長） 

取締役          福井武義  

（カテナ株式会社取締役） 

      常勤監査役        倉林 武 

                  （カテナ株式会社監査役） 

      監査役          甲斐隆文 

                  （カテナ株式会社取締役・執行役員常務） 

      監査役          原  徹 

                  （カテナ株式会社常勤監査役） 

      監査役          安達紘一郎 

                  （カテナ株式会社監査役） 

 

取引関係：ソリューションサービス・情報関連機器の販売及び仕入れ 

 

４．日程 

 

平成 17 年 10 月 25 日      取締役会 

平成 17 年 10 月 25 日      営業譲渡契約書締結 

平成 17 年 12 月 22 日（予定）  営業譲渡承認臨時株主総会 

平成 17 年 12 月 24 日（予定）  営業譲渡期日 
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５．今後の業績の見通し 

 

 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 

売 上 高 1,250 百万円 1,500 百万円

営 業 利 益 123 百万円 150 百万円

経 常 利 益 50 百万円 100 百万円

当期純利益 640 百万円 90 百万円

１株当たり年間配当金 未 定 未 定 

 

なお、本営業譲渡実施による影響見込み額は、（平成 18 年 3 月期）売上高△385 百万

円、営業利益△74 百万円、当期純利益 526 百万円であります。 

 

                          以 上 


